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１．はじめに

エネルギー市場の自由化や分散型電源の普及と相

俟って近年のデジタル化の進展は、国内外の電気事業

の経営に大きな影響を及ぼしている。とくにデジタル

化の影響は年々強まっており、最近の covid-19 禍は、

この傾向に拍車をかけている。

本稿では、電気事業のデジタル化の現状と経営課題

について、デジタル化への取り組みが本格化し、新た

な経営のあり方についての議論が盛んなドイツを例に

論じ、わが国における今後の電力経営に関する考察に

役立てる。以下では、まず、デジタル技術を駆使した

新価値創出や業務刷新をもたらす革新的なプロダク

ト（サービスを含む）の最新動向を紹介し、次に、革

新的プロダクト創出のための経営課題について概観す

る。最後に、電気事業のデジタル化を成功させるため

の要因について述べる。

２�．デジタル技術を駆使した革新的プロダクトの最新

動向

電気事業の価値連鎖は、発電、取引、電力輸送（送

配電）、メータ設置・検針、販売からなる。以下では、

価値連鎖の各段階におけるデジタル技術を駆使した革

新的プロダクトの最新動向について論じる（１），（２）。　　
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１）発電

発電分野におけるデジタル技術を駆使した革新的プ

ロダクトとしては、まずセンサやカメラの広範囲の展

開による予知保全（predictive maintenance）が挙げ

られる（３）。予知保全により、プラントを定期的に保

守する予防保全の必要はなく、トラブルの予兆を察

知し、状況に応じて対応することが可能となる。予知

保全は、洋上風力発電のようなアクセス困難な発電設

備での適用で、大きなポテンシャルを有している（４）

（dena 2020）。

革新的プロダクトとしてつぎに挙げられるのは、多

くの再生可能エネルギー電源、蓄電池などの需要側資

源を集約・コントロールし、あたかも一つの発電所の

ように機能させる VPP（virtual power plant）である。

ドイツでは、VPP の市場規模は５年で倍増するペー

スで拡大しており、将来的にもその勢いに衰えはみえ

ない（EY 2018）。VPP としての活動には、大手電力

会社、新しいプレイヤーのみならず、シュタットヴェ

ルケの積極的な姿勢がみられる。業界団体 BDEW

（Bundesverband der Energie- und Wasserwirtschaft）

の調査によると、現在、20％のシュタットヴェルケが

VPP 分野での活動を行っており、この１～２年にさ

らに５％が、将来的には、さらなる 28％が VPP 分野

で活動する計画である（BDEW 2020a）。

VPP 増大の背景としては、ドイツでは、まずスポッ

ト市場に加えて需給調整市場が整備されていること

が指摘できる。つぎに、固定価格買取制度（feed-in 

tariff: FIT）による再生可能エネルギー発電の買取期

間が終了する「ポスト FIT」電源が、今後急速に増

大していくことが指摘できる（５）。このことは、地域

に根差すシュタットヴェルケにとって大きなビジネス

チャンスを提供することになる。

さらに、発電とりわけ再生可能エネルギー発電の

分野で要員の最適配置を自動化するデジタルワーク

フォースマネジメント（digital workforce management: 

DWM）が改めて注目されている。DWM は、発電

のみならずネットワークの分野でも用いられている

が、バーチャルな協働の形態であることから、最近の

covid-19 禍の中で作業従事者の安全確保に貢献してい

る。

また、発電では天候に左右される再生可能エネル

ギー電源の割合が増加しており、発電予測の重要性

が高まっているため、AI を用いて、発電の予測分析

を提供するプロダクトが出現している（６）。例として、

4cast 社は、風力発電を対象に、気象予測、発電データ、

サイトの地域的特性などに基づき発電の予測を行っ

ている。また、enercast 社も、AI のツールを用いて、

再生可能エネルギー発電の短期から中期の予測を行う

とともに、ネットワークの運営コスト削減・安定性向

上に資するべく地域レベルでの予測も行っている。さ

らに、PSISoftware は、このような予測アルゴリズム

をネットワーク負荷計算ツールに統合している。

このほか、発電分野でのドローンの活用も始まって

いる。Heljo Industries 社は、画像認識ソフトウェア

を用いて風力発電などのエネルギー設備の損傷の識

別・検査を行っている。また、Caspian Robotics も、

ドローンを使用した風力発電設備や鉄塔などの重要イ

ンフラの完全自動検査を提供している。さらには、ド

ローンを用いて、発電所内部（火力発電所の燃焼室や

煙突等の到達困難と思われる狭い場所など）の検査も

行われている。Kopterflug や SPECTAIR などが、そ

のようなサービスを提供している。

さらに、風力タービンのメンテナンスにおけるロ

ボット工学適用の最初の例として、Aachen 工科大学 

の SMART 研究プロジェクトで、荒天でも作業可能

な風力タービンのメンテナンスと修理のためのクライ

ミングロボットが開発されている。また、インテリ

ジェントセンサーに関しては、Siemens 社が IdaLab 

社および Berlin 工科大学と共同で、風車が機械学習

によって気象条件の変化に適応し（たとえば、ブレー

ドの傾きを変更することにより）、発電量を増加させ

る研究を行っている。さらに、Voith 社は “OnCare.

Accoustic” と呼ばれる騒音モニタリングシステムを開

発し、水力発電所に適用している。これは、音響異常

を検出することで、水力発電所の運転者が危険な事故

の可能性を特定することを支援するシステムである。

また、発電に関連して、充電ステーションの立地に

関しては、最大手の自治体ユーティリティ企業である
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EWE やシュタットヴェルケが共同で設立した Thüga

は、AI を用いて集客力の高い場所の選定を行ってい

る（BDEW 2020b、iit 2019）。

２）取引

デジタル化は、リアルタイムのデータの収集と加工

により、取引所の前日市場や時間前市場、また需給調

整市場における取引を最適化する。例えば、VPP は、

最も有利な時間帯での市場への電力販売をソフトウェ

アにより可能にしている。

また、ブロックチェーンは一時期の熱狂は冷めつ

つあるが、それを用いて再生可能エネルギー発電の

peer to peer（P2P）取引のためのプラットフォーム

事業に踏み切るシュタットヴェルケは徐々に増えてい

る（矢島 2020/11）。ブロックチェーンに関心を示し

ているシュタットヴェルケは３割ほど存在している

（BDEW 2020a）。

なお、調査機関 dena がドイツ、オーストリア、ス

イスのエネルギー産業の経営者や専門家 300 人を対象

に実施したオンライン調査の結果によると、４分の１

以上（28％）の企業がエネルギー経済における様々な

適用分野で分散型取引技術を実験しているか利用して

いる（dena 2019）。

３）電力輸送

電力ネットワークについても、その状態を監視し、

劣化兆候を把握し、必要と判断されたときにのみ保守

を実施することにより、保全コストを低減させる予

知保全が可能になってきている。A.T. Kearney 等の

調査では、予知保全の採用は増えてきているが、採

用している配電事業者は、調査対象（80 社）の 19％

であった（A.T. Kearney et al. 2019）。採用例として、

Schleswig-Holstein 州の配電ネットワークオペレータ

HanseWerk（E.ON の配電会社）は、予知保全の採用

で、ドイツ平均と比べダウンタイムを 30％削減して

いると報告している。予知保全を用いていなくとも、

センサは広範囲に展開されており、設備の現状を通知

し、状況に即座に対応するために用いられている。

また、ネットワーク計画や運用管理のプロセスを自

動化するアプリケーションも出現している。その例

として、Envelio の提供する Intelligent Grid Platform 

（IGP）は、プロセス自動化のためのモジュール式の

支援システムであるが、データ品質、ネットワーク

計画、運用管理の３つの主要な分野で、オーダーメ

イドのアプリケーションを利用可能としている（iit 

2019）。また、Fraunhofer-Institut は、自動で周波数

帯域、電圧などの測定値をリアルタイムで確認し、正

常なグリッド運用からの逸脱を特定する精度の高い技

術開発を行っている。さらに、ドローンを活用した架

空線の検査も、配電会社で採用されている（Westnetz、

Netze BW など）。また、過去の消費データや気象デー

タに基づく電力需要と再生可能エネルギー発電の予測

を通じて、再生可能エネルギーのフィードイン管理の

最適化も行われている（BDEW 2020b）。

４）メータ設置・検針

ドイツでは、2016 年の「エネルギー転換のデジタ

ル化法」（GDEW）の発効で、スマートメータの地域

展開に関して詳細な規定が設けられたが、ゲートウェ

イ機能の政府認証が 2020 年初めとなり、現在、同機

能を有するスマートメータ（インテリジェントメータ）

の設置が本格化している（矢島 2020/11）。

デジタル化は、エネルギーマネジメント、リアルタ

イムの料金、または需要家個別の料金などの提供を可

能にする。例えば、GreenPocket は、エネルギー管理

による効率化の利益を視覚化するソフトウェアの提供

を行っている。また、in.power は、スマートメータの

設置を行うとともに、測定データのオンラインポータ

ルでの閲覧、産業用・商業用需要家の消費予測を可能

にするソフトウェアの提供を行っている。さらに、エ

ネルギー多消費企業が、自ら培ったエネルギーマネジ

メントシステムを企業向けに提供するケースが増えて

いる。例えば、BMW と Viessmann は、ジョイントベ

ンチャー（Digital Energy Solutions）を設立し、その

ようなサービスを提供している電力会社と競合してい

る。

業界団体 BDEW によると、スマートメータを用い

た活動として、すでに実施またはこの１～２年のうち
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に実施するビジネスは、計量・エネルギー供給のほ

か、消費の見える化（71％、３年以上先の将来を含め

89％）、リアルタイム料金などの変動料金（61％、同

91％）、エネルギーマネジメント（59％、同 85％）、電力・

ガス・水道などの一括検針（52％、同 72％）、エネル

ギー消費データを AI で個々の機器に分解できるディ

スアグリゲーション（21％、同 36％）、第３者へのデー

タ提供（７％、同 14％）となっている（カッコ内は

調査対象 138 社に占める割合）（BDEW 2020a）。

配電事業者は、将来、データのプラットフォーマー

となると考えられているが、現段階で、そのような検

討を行っている事業者は少ない。その理由としては、

インテリジェントメータの設置が始まったばかりであ

ること、データを扱ったビジネスの経験がないこと、

そして、最も重要なこととして、住民の高いロイヤ

ルティを獲得しているシュタットヴェルケにとって、

データセキュリティ確保に関しての懸念は払拭しきれ

ていないことが挙げられる。

５）販売（７）�

電気事業のデジタル化に関する長期展望に関して

BDEW が 2018 年に行ったアンケート調査（BDEW 

2018）では、デジタル化は、全体的には漸進的に進む

が、販売などの顧客に近い分野では破壊的に進展する

可能性があると回答した事業者が多い。その背景には、

電気事業の販売やマーケッティングの分野では、デジ

タルチャネルの利用が増えており、顧客は、それを通

じてより良い情報が入手でき、顧客体験への期待が高

まっていることがある。そのため、顧客の行動や要求

の変化に対して、適切に反応することが電力会社に

とっての重要な課題となっている。このような状況の

中で、販売分野では数多くの革新的なプロダクトが、

とりわけ新しいプレイヤーによって提供されており、

デジタル化の進展が本格化する中で、さらなる革新的

なプロダクトが創出されていくと考えられる。

販売分野では、家庭用や商業用の顧客に対してのエ

ネルギーマネジメントは、電気事業者にとって新たな

魅力的な事業分野となってきている（８）。そして、デ

ジタル化の進展とともに、エネルギーマネジメントに

対する需要はさらに高まっていくと考えられる。その

際、エネルギー関連のサービスだけでなく、保険、介

護サポート、セキュリティなどの追加的なサービスも

パッケージで提供されるようになるだろう。また、顧

客に対して利用の複雑さを最大限軽減するとともに、

最大の快適さをもたらすサービスが、顧客により選択

されるだろう。

販売分野でも、AI の適用事例は増えている。エネ

ルギーデータ管理の分野では、アルゴリズムが様々な

ソースからのデータを分析・評価し、典型的な消費

プロファイルからの逸脱や機器の異常を早期に発見

し、警告を発するソリューションが、EnergyCortex

や ingsoft などにより開発され、電力会社を含む様々

な産業の企業に提供されている（iit 2019）。また、

ディスアグリゲーションを提供している Bidgely 社

は、パーソナライズされたプッシュメッセージとゲー

ミフィケーションの要素により、ピーク時の負荷の

30% をグリッド利用率の低い時間帯にシフトするよ

う消費者に促すことができるとしている（同上）。さ

らに、AI による顧客セグメント分析により、特定の

料金のオファーを受け入れる可能性の高い顧客に限定

してマーケティングを行い、販売効率の向上を図るこ

とも行われている（BDEW 2020b）。

また、エネルギー自立を支援する包括的なソリュー

ションを提供する企業も出現している（９）。たとえば、

Mannheim Energie は異業種他社との協調で Beegy

を立ち上げ、蓄電池、ヒートポンプ、太陽光発電や電

気自動車の充電設備などを設置し、発電から消費まで

のすべてのコンポーネントを IoT プラットフォーム

を用いて、最適制御するサービスパッケージ（Beegy 

Live）を提供している（10）。システムの中心的な役割

を演じる beegyHUB は、すべてのコンポーネントを

相互に接続し、機器を制御し、発電量、貯蔵量および

消費量を予測し、自己学習アルゴリズムに基づいて自

己消費を最適化するとともに、技術的な監視や問題の

検出を行う。

顧客は、機器を自由に選択できるが、サービスの開

始前に購入しなくてはならない。サービス料金は、20

年間月額定額制で顧客ごとに決定される。これには電
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気代、beegyHUB の利用やその他の運営費用、機器

の修理費用などすべての関連費用が含まれる。これ

により、系統からの買電のみの場合と比べて、5,000 

～ 10,000€ のコストが削減できるとされる。同様のソ

リューションは sonnen や EnBW なども提供している。

また、顧客対応の高度化も進んでいる。RWE（E.ON

との再編（11）以前）の子会社で再生可能エネルギー、

配電および販売を担う innogy は、2017 年以降インテ

リジェントドキュメント認識（intelligent document 

recognition: IDR）を用いて、顧客からのあらゆる種

類のあらゆるチャネルからの着信メッセージを自動的

に分類し、顧客管理情報システム内の顧客リストに振

り分け、処理に必要なデータを抽出し、適切なサービ

スプロセスに落とし込む文書管理ソフトウェアを採用

している（iit 2019）。同社は、このようにして、電子メー

ル、SMS、手紙など年間 100 万件以上の着信メッセー

ジを自動的に処理することに成功している（同上）。

さらに、EWE の子会社 BTC は、解約しそうな顧客

を推定し、積極的な対応策を講じるためのチャーンマ

ネジメントの利用を可能にしている（BDEW 2020b）。

販売分野では、新しいプレイヤーが家庭・商業顧客

に対して革新的なプロダクトを提供し、既存企業に大

きなプレッシャーをかけており、顧客と良好な関係を

築いてきた既存企業は、その関係の維持が脅かされて

いる。これに対する既存企業のリアクションとして、

とくに異業種他社との協調が重要になってきている（12）。

３．革新的プロダクト創出のための経営課題

ドイツの電気事業では、デジタル技術を駆使した革

新的プロダクトの採用・開発に関しては、一定の進展

はあるが、電気事業が、今後競争上の優位を確保して

いくためには、さらなる革新的なプロダクトを自ら創

出していかなくてはならない。しかし、そのためは、

多くの経営上の課題が解決されなくてはならない。以

下では、BDEW の資料などを参考に、解決すべき課

題として、デジタル化を推進する組織、イノベーショ

ンマネジメント、マネジメント改革および協調の文化

の醸成について論じる（13）。

１）デジタル化を推進する組織

革新的プロダクトの創出は、企業におけるデジタル

化の定着化が前提となる。デジタル化は、大部分の電

力会社にとって新しい現象であるため、これまで、こ

のテーマを引き受けることができる部署は存在しな

かった。そのため、デジタル化のための新たな担当者

や組織を決めなくてはならないが、デジタル化は、一

つの、またはいくつかの部署マターとするだけでは十

分でない。デジタル化の影響は、企業全体に及ぶため

である。

企業のデジタル化を定着化させるためには、デジタ

ル化が、企業全体の問題であること、また組織におけ

る適切な変化を確実に実現していく必要性を考慮する

と、可能な限り経営トップに直結した形でデジタル

化を担当する組織を構築することが望まれる。このた

め、事業者団体である BDEW は、デジタル化に関し

て、一貫した、また集権的な展開を確実にするために、

最高デジタル責任者（chief digital officer: CDO）を

設置することが望ましいとしている（BDEW 2016）。

CDO または類似のデジタル責任者の設置は、大手の

電力会社では一般的であるが、シュタットヴェルケを

含む企業全体では、15％にとどまっている（BDEW 

et al. 2020）。

２）　イノベーションマネジメント 14

デジタル化はイノベーションを加速する。電気事業

分野でも、デジタル化のスピードは高まっており、イ

ノベーションを生み出すために、企業はデジタル化へ

の対応スピードを高めていかなくてはならない。デジ

タル化への対応は、スピードとともに、多くの企業に

とっては新しい試みであるため、「実験」が求められ

ている。デジタル企業は、スペックブックの作成はし

ないし、一定の期間で完成品を開発することもない。

むしろ、企業は常に発展途上にあり、常に、誤りを是

正し、新たなことに挑戦し、正しいプロダクトを探し

求めている。

⑴　プロジェクトマネジメント

デジタルイノベーションのためには、プロジェクト

マネジメントが重要な意味をもっている。伝統的なウ
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オーターフォール型の開発は、開発すべきプロダクト

が、最初から完全に分かっており、スペックブックに

基づいて実行すればよかった。これに対して、デジタ

ル企業では、プロジェクトの初期段階においては、ど

のようなプロダクトが開発され、顧客によって利用さ

れるべきかについては、大雑把にしか分かっていない。

意識的に、大雑把な目的とガイドラインを伴ったア

ジャイルなプロセスが設定されているだけである。そ

のようなプロセスでは、短期間のうちに変更をしばし

ば行うことが可能である。アジャイルプロセスの決定

的な利点は、フレキシビリティと速度である。短期間

に反復作業を行うアジャイルプロセスは、創造性を発

揮する余地を生み出し、トライアルアンドエラーを許

容する。

デジタル企業では、プロジェクトチームは、高度に

自律的で、多分野の人間によって構成され、自ら組織

される。プロジェクトに関する情報の閲覧やレポート

の作成は、協業のための特別なソフトウェアにより

行われる。仕事を早くまたスムースに進めるために、

チームの従業員の時間は 100％プロジェクトに投入さ

れる。

電力企業でも、革新的なプロダクトの開発に関して

は、アジャイルで分野横断的な手法が多く用いられる

ようになってきている（15）。注目すべきは、アジャイル

なプロジェクトマネジメントの適用は、企業およびプ

ロジェクトの文化を変える可能性が高いことである。

⑵　オープンイノベ―ション

イノベーションマネジメントの新しい手法として、

オープンイノベーションが注目されている。オープン

イノベーションが重要なのは、デジタル技術を駆使し

た革新的なプロダクトは、自社資源だけでなく、外部

の新たな技術や知識も活用するほうが早期にかつ効果

的に創り出すことが出来るためである。

オープンイノベーションの形態は、さまざまである

が、その１つ目は、外部機関や専門家との緩やかなネッ

トワークである（16）。例としては、デジタルイノベー

ションプラットフォームを運営する energieloft、研究

機関や電力会社の有する資源のネットワーク化を図る

IT4Energy などを挙げることができる。さらに、電力

会社は、独自の非公式なネットワークを形成している。

２つ目は、スピンオフである。スピンオフは、市場

化の可能性が見えたプロジェクトを、それに関わる人

材とともに、既存組織から切り離し、企業として独立

させるものである。親会社とスピンオフ企業とは、緩

やかな連携関係にあり、前者は後者に部分的な出資を

行う。その例としては、Aachen 工科大学のスピンオ

フである AixControl が挙げられる。同社は、低・中

電圧領域におけるパワーエレクトロニクスに関するソ

リューションを提供している。

３つ目は、大手企業がスタートアップに対して協業

を目的に募集行為を開催し、前者は後者に対して自社

資源を提供するとともに、マイノリティシェアを有

するアクセラレータである。そのような例としては、

E.ON の : agile accelerator GmbH が挙げられる。 

４つ目は、ベンチャーキャピタルである。電力会社

は、ベンチャーキャピタルファンドを設立し、ベン

チャー企業に投資を行う。例として、Innogy は関連

企業とともに、Innogy Venture Capital GmbH を設立

し、CO2 中立的な再生可能エネルギー発電や蓄電技術

に従事する成長過程にある会社に対して、欧州大で投

資と支援を行っている。

5 つ目は、ジョイントベンチャーである。ジョイン

トベンチャーは、複数の企業が共同で法的に独立な会

社を設立する。その例としては、マンハイム市のシュ

タットヴェルケの子会社 Mannheim Energie が、2014

年に再生可能エネルギー事業会社 Baywa r.e.、電気

暖房機器会社 Glen Dimplex およびソフトウェア会社

GreenCom Networks との協調で立ち上げた Beegy が

挙げられる。

電力会社にとって、オープンイノベーションは、巨

額な自己資源を使うことなく、デジタル化の革新的な

アイディアに関与し、新たなデジタルプロダクトを開

発できる可能性を提供している。また、異なる企業文

化が出会うスタートアップ等との協調は、電力会社の

文化にも大きな影響を及ぼす可能性があるだろう。

３）マネジメント改革（17）�

デジタル化は、従業員のマネジメントのあり方に影
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響を及ぼす。とくに、デジタル企業やスタートアップ

で経験を積んだ若い従業員は、新たな視点や期待を有

していることに留意しなくてはならない。デジタル企

業におけるマネジメントは、伝統的企業のそれとは大

きく異なっている。その大きな違いは、デジタル企

業が小規模であることに起因するとの見方もあるが、

Google、Microsoft、Amazon の例から分かるように、

今日では、デジタル企業は、超大企業の規模に達して

いるものも多い。しかし、これら企業のイノベーショ

ン創出力、フラットなヒエラルキー、経営のスピード

は現在まで失われていない。それゆえ、マネジメント

の違いは企業の規模だけに帰することはできない。

マネジメントの違いは様々であるが、１つには、デ

ジタル企業では、従業員は通常、階層を超えて大部屋

でチームで協働し、マネジメントは、チームの中央に

座し、要求されれば素早く支援や決定を行う。また、

ミーティングは、しばしばアドホックで招集され、短

時間開催される。デジタル企業では、経営者は、唯

一の意志決定者というより、むしろコーチやファシリ

テータと見なされている。決定はチームによって、客

観的なデータに基づいて下される。また、経営者は、

オープンエンデッドなプロジェクトや失敗を受け入

れ、従業員によるトライアルアンドエラーを伴う挑戦

を許容する。重要なことは、初めから完全なプロダク

トを目指すのではなく、数多くのアイディアをテスト

し、そのうち多数ものは破棄し、いくつかの大変成功

する可能性のあるものを見いだすことである。

４）協調の文化の醸成

協調の文化の醸成も重要な課題となっている。すで

に述べたイノベーションマネジメントやマネジメント

改革は、企業の組織構造を中長期的に変化させる。と

くに、「サイロ型システム」といわれる伝統的企業に

特徴的な「縦割り組織構造」は減少し、デジタル化の

進展とともにアジャイルなプロジェクトチームに見ら

れる分野横断的な組織が増大していくだろう。そのよ

うな分野横断的な組織では、協調が重要なキーワード

となる。例として、顧客視点から一貫した「エンドツー

エンド」の業務プロセスが設定される場合、顧客視点

からの成果のみが決定的な重要性をもち、企業内部の

強い協調が求められる。

企業内部の協調に決定的な影響力をもつのが、コン

プライアンスや行動指示書に示される「ゲームのルー

ル」である。電力会社は、現存のルールが協調を妨げ

ていないかについて精査が求められている。さらに、

協調を促進するための経営層の役割が重要である。デ

ジタルプロダクト創出のために、経営者は分野横断的

な協調を一層促進していくことが必要と考えられてい

る。

４�．おわりにー電気事業のデジタル化を成功させるた

めの要因（18）�

これまで、ドイツの電気事業を事例に、デジタル技

術を駆使した革新的なプロダクトの最新動向を紹介す

るとともに、革新的プロダクト創出のための経営課題

について概観した。以上の考察から、電気事業のデジ

タル化を成功させるための最も重要な要因としては、

企業文化の転換を挙げることができるだろう（19）。

それは、主に変化に対応する意欲、そして顧客マネ

ジメント、従業員マネジメント、従業員間の協調、経

営層および全従業員の役割理解などに関連している。

変化の生じる頻度や速度が増すほど、変化に対応する

意欲の重要性は増す。変化のリスクとチャンスを見極

めることのない企業は、決定的なトレンドに乗り遅れ

る危険がある。企業文化の転換のためには、とりわけ

経営層の役割が重要である。リスクを許容する姿勢、

意思決定のスピード、創造力や実行力が経営層には求

められる。企業においては、早い変化、不確実性、複

雑さは、ビジネスアズユージュアルなのものとして受

け止められなくてはならない。

さらに、デジタル化の世界では、情報の重要性が増

す。社内およびパートナーとの連携で蓄積される情報

や経験を、社内で共有化し、それを状況に応じてフレ

キシブルに利用することが競争に勝ち抜く上で求めら

れる。経営層は、そのような情報が最大限に社内に行

き渡るよう、社内環境を構築しなくてはならない。
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注

（１） 第２章は、矢島（2020/11）の投稿以降に把握

したデジタル技術を駆使したプロダクトに関す

る最新動向を中心に紹介したものである。矢島

（2020/11）で既述したものについては、その旨

を明記している。

（２） デジタル技術を駆使した革新的プロダクトは、

実際には、価値連鎖の複数の段階に関連するも

のが多い。その背景には、デジタル化は、従来

の電力分野での価値連鎖の統合、さらには電力

分野と異業種分野における価値連鎖の統合を促

進していることがある。

（３） 以下に説明する予知保全、VPP、DWM につい

ては、矢島（2020/11）を参照のこと。本稿では、

これらに関して追加的情報を中心に記述してい

る。

（４） IDC の 調 査（IDC 2019） に よ る と、 欧 州 の

電力会社で、人工知能 （artificial intelligence: 

AI）を用いて予知保全を行っている会社は調

査対象（220 社）のうち 13％、この１～２年の

うちに、それを計画している会社は、12％で

あった。やがて、発電設備では AI 活用による

予知保全が標準的な保全方式となると考えられ

る（同上）。

（５） ドイツでは、FIT は 2000 年に導入され、2021

年から買取期間が終了する「ポスト FIT」電

源が出現する。その数は、2029 年から急速に

増大し、2032 年には、「ポスト FIT」太陽光発

電は 100 万件を超える。

（６） 以下に説明する発電分野におけるデジタル技術

を駆使したプロダクトの最新動向は、特筆しな

い限り iit （2019）に拠った。

（７） 第２章第５節については、矢島（2021/2） を参

照のこと。

（８） GreenPocket や in.power などのエネルギーマ

ネジメントへの取り組みについては、前節を参

照のこと。

（９） Beegy については、矢島（2020/11）で触れたが、

本稿では、サービス手数料やコスト削減額など

についての情報を追加する。

（10） Beegy web site 参照（最終閲覧日 2021 年３月

31 日）。

（11） 2020 年に、ドイツの大手電力会社である RWE 

と E.ON は、資産交換により、主として前者は

発電、後者は配電および販売に特化することに

なった。これにより、RWE の配電・販売部門

は E.ON に移行した。

（12） 矢島（2020/11）参照。

（13） 第３章で論じる革新的プロダクト創出のための

経営課題は、BDEW（2016）の見解に拠っている。

（14） 第３章第２節については、矢島（2020/10）を

参照のこと。

（15） アジャイル手法を使用したことのある企業の割

合は、デザイン思考では６割強、ビジネスモデ

ルキャンパスでは５割、かんばん方式では５割

弱、スクラムでは４割強となっており、うちプ

ロダクトの開発に成功したのは、それぞれ、

５割弱、６割、６割強、６割強である （BDEW 

et al. 2020）。

（16） 以下、BDEW（2016）参照。

（17） 第３章第３節および第４節については、矢島

（2020/12）を参照のこと。

（18） 第４章については、矢島（2020/11）を参照のこと。

（19） Trianel web site 参照（最終閲覧日 2021 年３

月 31 日）。
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